
別記第１号様式（１／４枚目）

北海道知事　様

〒

を受けたいので、

北海道育成経営体選定要領第４の規定により、申請します。

◎ 確認項目
●

レ 　上記について、同意します。 注）　申請する際は、同意が必要となります

◎ お知らせ
●

●

※　申請者は記入しないでください。

（収受印）

○－３０－単－１

（元号）　　　年　　　月　　　日

北海道「育成経営体」登録申請書

代 表 者 職 ・ 氏 名 代表取締役　〇〇　〇〇

登録林業事業体
登 録 番 号

改 善 措 置 計 画
認 定 番 号

申請者

郵 便 番 号 ０００－００００

住 所 〇〇市〇〇条〇〇丁目〇ー〇

氏 名 又 は 名 称

○○－２４－第００１号

○○○○株式会社

申請担当者
連絡先

職氏名

電話番号 ０００－０００－００００

総務課長　○○　○○

北海道育成経営体選定要領第５の規定により登録を受けると道のホームページ上で公表されますことをご了解ください。

ホームページ上での公表をもって申請者への登録通知に代えさせていただきます。

 （総合）振興局　担当者

登 録

登録の更新

北海道林業事業体登録実施要綱第６の第１項の規定により登録簿に登載し、同要綱第１０の規定により水産林務部林業
木材課のホームページで公表している情報を北海道育成経営体選定要領第５の規定の登録等に利用すること。

北海道育成経営体の

押印は不要

提出月日を記載

「郵便番号」「住所」

「氏名又は名称」

「代表者職・氏名」は

林業事業体登録制度の

登録内容と一致させて

ください。

記載が必須

認定されていない場合は空欄

どちらかを○で囲む

申請する際は、同意が必要となります。

記 載 例



別記第１号様式（２／４枚目）

（１）①　生産量の増加又は生産性の向上

ア 素材生産量（㎥）の増加目標

　Ⅰ　事業主自身若しくは直接雇用している現場作業職員により林業生産を行う場合

　Ⅱ　他者への請負又は連携により林業生産を行う場合

イ 生産性（㎥/人日）の向上目標

　Ⅰ　事業主自身若しくは直接雇用している現場作業職員により林業生産を行う場合

　Ⅱ　他者への請負又は連携により林業生産を行う場合

（１）②　経営管理の対象となる森林の確保
　Ⅰ　事業主自身若しくは直接雇用している現場作業職員により林業生産を行う場合

　Ⅱ　他者への請負又は連携により林業生産を行う場合

計(C) 面積(ha）

人工林 計（D） 125%
経営管理
対象面積

1.0 1.0 2.0 1.0 2.5

10.0

人工林 計(A) 天然林 人工林

1.5

天然林
人工林

5.0 9.0 6.0

区分

前年度実績 （元号） 2 年度 ５年後の目標 （元号） 7 年度 登録基準

天然林

9.2 10.4
前年度(O) 5年後(P)

区分

前年度実績　令和 2 年度 ５年後の目標　令和 7

間伐
(G)

主伐
(H)

間伐
(K)

主伐
(L)

6,000 7,500

間伐
(I)

7

7

主伐
(F)

人工林 計(A)

2前年度実績　令和

天然林

4,0003,000

年度

1,000

前年度実績　令和 2 年度 ５年後の目標 　令和

間伐
(E) 6.3

前年度(M) 5年後(N)

区分

天然林
人工林

年度

計(B)

年度

増加率（%）
(C+D)/(A+B)

6.0 10.0 7.5 12.0

1,000 1,000 2,000

天然林 人工林

前年度実績 　令和 2

区分

年度 選定基準

年度

7 年度

主伐
(J)

主伐の生産性
（㎥/人日）

間伐の生産性
（㎥/人日）

　 素材生産に関
し、生産量を５年間
で２割以上増加さ
せる目標を有して
いること、又は生産
性を ５年間で２割
以上向上させる目
標を有しているこ
と。
　素材生産量が５，
０００m3/年以上の
実績を有する場合
は、５，０００m3/年
を維持する生産量
又は生産性が間伐
８m3/人日、主伐１
１m3/人日以上の
実績を有する場合
は、間伐８m3/人
日、主伐１１m3/人
日を維持する生産
性目標を有してい
ること。

向上率(%)

間伐
(N/M)

主伐
(P/O)

121%

113%

5.2

人工林 計(C)

2,500

５年後の目標　令和

天然林

1,000 4,000

人工林 計（D）

選定基準

　 以下の(１)～(７)の項目の基準をすべて満たしている必要があります。
　 なお、造林、保育、素材生産等の施業に関する項目については、事業主自身若しくは直接雇用している現場作業職員による施業の
ほか、他者への請負による施業又は連携する場合も含めて判断します。

区分

主伐
間伐

主伐
間伐

５年後の目標 　令和

天然林

1,000 1,500

前年度 5年後
5,000

125%

素材生産量（㎥）

　経営管理の対象
となる森林の面積を
５年間で２割以上増
加させる目標を有し
ていること、又は３０
ha以上有する場合
は、30ha以上の目
標を有しているこ
と。

経営管理
対象面積

1.0 3.0 4.0 1.0 4.0 5.0
前年度 5年後

6.0 7.5

区分

前年度実績 （元号） 2 年度 ５年後の目標 （元号） 7 年度
増加率（%）

(C+D)/(A+B)

天然林 人工林 計(B) 天然林

前年度の実績数量を記載 ５年後の目標数量を記載

請負・連携先の実績数量の合計 請負・連携先の目標数量の合計

以下の計算式で算出した数値を入力してく

ださい。(例の数値は連携先が４者の場合)

（計算式）

E＋(G×実績のある請負・連携先数)

実績のある全事業体数
５年後の目標値を記載前年度の実績値を記載

請負・連携先の目標値の平均値請負・連携先の実績値の平均値

自動入力のため

記載不要

（手書きの場合は

(Ｃ+Ｄ)

の数値を記載）

自動入力のため

記載不要

（手書きの場合は

(Ｃ+Ｄ)÷(Ａ+Ｂ)

の数値を記載）

前年度（Ｍ）の計算

式を参考に、Ｉ及び

Ｋの数値を用いて計

算してください。

前年度（Ｍ）の計算

式を参考に、Ｊ及び

Ｌの数値を用いて計

算してください。

前年度（Ｍ）の計算

式を参考に、Ｆ及び

Ｈの数値を用いて計

算してください。

自動入力のため

記載不要

（手書きの場合は

間伐は(N÷M)

主伐は(P÷O)

の数値を記載）前年度の実績面積を記載 ５年後の目標面積を記載

請負・連携先により林業生産を行

う合計の面積

請負・連携先により林業生産を行

う合計の面積



別記第１号様式（３／４枚目）

（２）　主伐後の再造林の確保

①主伐及び主伐後の再造林を一体的に実施する体制


【上記で請負又は連携により一体的に実施できる体制を有している場合又は今後取り組む場合は、連携先

　等の名称（予定を含む。）を記載してください。】

請負先又は連携先

②主伐後の適切な更新


※「適切な更新」については、市町村森林整備計画等を踏まえつつ、林地生産力が比較的高く傾斜が

　 緩やかな人工林において主伐を行う場合は再造林を基本とする。

（３）　生産や造林･保育の実施体制の確保

①素材生産又は造林・保育に関して１年以上の事業実績

②所属する現場作業職員の現場従事実績が１年以上

（４）　雇用管理の改善及び労働安全対策

① 林業労働力の確保の促進に関する法律第４条に基づく北海道の基本計画に定められた労働環境

の改善その他の雇用管理の改善を促進するための措置に係る取組又はこれに準ずる取組の実施

② 労働災害の防止や労働条件の改善などに関係する法令等を遵守している。
　 法令上の義務がない場合等を除き以下の取り組みが必要です。　 
　・現場作業職員等に対する、労働安全衛生法に基づく安全衛生教育を行っている。
　・労働者災害補償保険の加入している（一人親方等の特別加入を含む）。
　・健康保険法第48条の規定による届出を行っている。
　・厚生年金保険法第27条の規定による届出を行っている。
　・雇用保険法第7条の規定による届出を行っている。

③過去３年以内に休業４日以上の労働災害又は死亡災害の発生状況


認定事業主

認定事業主以外

選定基準

選定基準

選定基準

登録から
１年以上

他者の所有する森林の主伐にあっては、事前に
森林所有者に対する適切な更新の働きかけ

Ⅰ

Ⅱ

〇の場合は、不要

✔

区分
素材生産

北海道林業事業体登録

　

有している。

✔

今後取り組む。

事業主自身若しくは直接雇用している現場作業
職員により主伐及び主伐後の再造林を一体的に
実施する体制

請負又は連携により一体的に実施できる体制を
確保し主伐及び主伐後の再造林を一体的に実
施する体制

区分

自己の所有する森林の主伐にあっては、主伐後
に適切な更新

今後取り組む。

造林
提出書類

　左記のいずれか
に取り組んでいる又
は今後取り組む意
向を明らかにするこ
と。

　 　

今後取り組む。

　主伐及び主伐後
の再造林を一体的
に実施する体制を
有すること又は今
後一体的に実施す
る体制を確保する
意向を明らかにす
ること。（請負又は
連携により一体的
に実施できる体制
を確保する場合を
含む。）

　

選定基準

取り組んでいる。

　

年後
までに

年後
までに

年後
までに

年後
までに

提出書類

不要

別記第２号様式

区分

区分
北海道林業事業体登録

提出書類
素材生産 造林

１年以上の実績を証する書類
（請負契約書、雇用契約書の写し等）

取り組んでいる。

〇
登録から
１年未満

従事実績
１年以上 　 〇 不要

　左記のいずれか
に該当すること。

すべて遵守してい
る。

発生なし。

　左記の項目すべ
てを満たしているこ
と。

「有している。」又は「今後取り組

む。」のどちらかに✔（チェック）

※「今後取り組む。」とした場合は、目

標とする期間（最大５年）を記載

林業事業体登録制度の登録か

ら経過している年数の区分

林業事業体登録制度で実施してい

るとしている項目に○を記載

（どちらか、又は両方に○）

「有している。」又は「今後取り組む。」の

どちらかに✔（チェック）

※「今後取り組む。」とした場合は、目標と

する期間（最大５年）を記載

登録から１年未満の

場合は添付が必須

現場作業員の従事している項目

に○を記載

（どちらか、又は両方に○）

「発生なし」又は

「適切な再発防止

策を講じている」

のどちらかを記載

すべての事項を遵

守している場合は、

「すべて遵守して

いる。」を記載



別記第１号様式（４／４枚目）

（５）　生産管理又は流通合理化等

取り組んでいる。 今後取り組む。

（６）　造林・保育の省力化・低コスト化

取り組んでいる。 今後取り組む。

（７）　コンプライアンスの確保

　

①業務に関連して法令に違反し、代表役員等や一般役員等が逮捕され、又は


　 逮捕を経ないで公訴を提起されたときから1年間を経過していない。

②国、都道府県又は市町村から入札参加資格の指名停止を受けている。


③経営体と森林所有者、経営体と請負事業者とで書面等により取引条件を

　　明示していない。

　 　
年後
までに

⑥認定森林経営プランナーが在籍している

（以下余白）

⑤木材流通業者や森林組合系統などの取りまとめ機関
を通じた共同販売・共同出荷等の原木の安定供給・ 流
通合理化

④製材工場等需要者との直接的な取引の原木の安定
　 供給・流通合理化

✔

①伐採・造林の一貫作業システムの導入
　 　

年後
までに

　 　

　 　

③作業システムの改善等の適切な生産管理

　
⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【上記①から⑤で既に取り組んでいる場合は取り組みの内容を記載してください。】

年後
までに

④列状間伐の導入
　 　

　班長が作業日報を毎日作成し、毎週実施している代表取締役が出席する会議の中で現場の進
捗管理に活用すると共に、生産に要した日数等を適切に把握し、生産性の向上に向けた取り組み
に活用している。

【上記①から⑦で既に取り組んでいる場合は取り組みの内容を記載してください。】

選定基準

⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

②コンテナ苗の使用
✔ 　

年後
までに

③低密度植栽

選定基準

　

年後
までに

該当しない。

✔

✔

年後
までに

　左記のいずれか
に取り組んでいる又
は今後取り組む意
向を明らかにするこ
と。

　左記のいずれか
に取り組んでいる又
は今後取り組む意
向を明らかにするこ
と。

令和○○年に○○町○○林班○○小班の造林事業にコンテナ苗を使用するなど、コンテナ苗を活用した
増進作業の省力化に取り組んでいる。

　 　

①作業日報の作成・分析による進捗管理

②生産工程の見直しによる適切な生産管理

年後
までに

　

　 　

　 　

年後
までに

選定基準

　 　
年後
までに

✔

　左記の項目のい
ずれにも該当しな
いこと。

年後
までに

年後
までに

年後
までに

「有している。」又は「今後取り組む。」

のどちらかに✔（チェック）

※「今後取り組む。」とした場合は、目標

とする期間（最大５年）を記載

①から⑤までの項目

のうち、１つ以上で

「有している。」又

は「今後取り組

む。」のどちらかに

✔（チェック）

※「今後取り組

む。」とした場合は、

目標とする期間（最

大５年）を記載

①から⑤で「取り組んで

いる。」を選択した場合

は、取り組んでいる内容

を、「今後取り組む。」

を選択した場合は、計画

の内容を記載

該当しない場合は、

「該当しない。」に✔

該当しない場合は、

「該当しない。」に✔

該当しない場合は、

「該当しない。」に✔



別記第２号様式

申請書１の（４）の取組事項について、以下のとおり申請します。

労働環境の改善その他の雇用管理の改善を促進するための措置に準ずる取組

（以下余白）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　
年後
までに

　
年後
までに

　

年後
までに

　
年後
までに

　
年後
までに

年後
までに

　
年後
までに

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　

年後
までに

　左記のいずれ
かに取り組んで
いる又は今後
取り組む意向を
明らかにするこ
と。

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　

作業現場の安全巡回

労働安全コンサルタント等専門家による安全診断・指導等
の労働安全対策 年後

までに

退職金共済への加入などの福利厚生の充実

防護具の着用徹底

　
年後
までに

　

計画的な研修実施などの教育訓練の充実

登録基準

現場作業員の常用化などの雇用の安定化

月給制度の導入

取　組　項　目

✔

週休２日制の導入

年後
までに

取り組んでいる。 今後取り組む。

「取り組んでいる。」又は「今後取り組

む。」のどちらかに✔
※「今後取り組む。」とした場合は、１

から５の数字を１つ選択



別記第３号様式

北海道知事　様

〒

届出者 氏名又は名称 ○○○○株式会社

登　録　取　消　申　請　書

（元号）○○年○○月○○日

０００－００００

住 所 ○○市○○条○○丁目○－○

取　消 申 請 の 理 由 登録の必要がなくなったため

備　　　　　　　　考

代表者職・氏名 代表取締役　○○　○○

　北海道育成経営体の登録を取り消したいので、「北海道育成経営体選定要領」第９の第１項第
４号の規定により、申請します。

提出月日を記載

簡潔に理由を記載

押印は不要


	１号申請書（かがみ）
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